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会社紹介 1

 会社名 九州電力株式会社、九州電力送配電株式会社

 創 業 1951年（74年目）

 社員数 11,888名

 発電出力 1,576万kＷ

 発電所数 147箇所（火力６、原子力２、水力139）

 販売電力量 1,010億kWh（連結子会社含む）



アジェンダ 2

１ 電力業界におけるスマート保安の必要性
 経 緯

 背 景

 アクションプラン

２ 九州電力グループのＤＸ取組み
 基本計画

 体制・仕組み

３ 火力発電本部のスマート保安（ＤＸ）の取組み
 目指すべき姿

 具体的な取組み事例



１ 電力業界におけるスマート保安の必要性 ー経 緯ー 3

主な出来事

●経済産業省が「スマート保安」概念を示した2018年

●官民協議会の設立に向けた検討を開始した2019年

●「スマート保安官民協議会」正式に発足した2020年

●「水力発電設備におけるスマート化技術導入ガイドライン」を策定した2021年

●火力含む電力分野のスマート保安アクションプランを策定した
●高圧ガス保安法等の一部を改正に伴い、電気事業法における「認定
高度保安実施設置者制度」に関する法を改正した

2022年

●電気事業法における「認定高度保安実施設置者制度」を運用開始した
●安全管理審査制度の見直し（火力発電設備関係）2023年

●電気事業法における「認定高度保安実施設置者制度」の認定開始した2024年

※認定高度保安実施設置者の認定にあたっては、「経営トップのコミットメント」、「高度なリスク管理体制」、
「テクノロジー（スマート保安技術）の活用」、「サイバーセキュリティ対策」が要件



１ 電力業界におけるスマート保安の必要性 ー背 景ー 4

●需要設備等の高経年化や再エネ発電設備が増加する一方、電気保安に携わ
る電気保安人材の高齢化や電気保安分野への入職者の減少が顕著
また、台風や豪雨等の自然災害が激甚化し、太陽電池発電や風力発電等の
再エネ発電設備の事故が増加

●さらに、新型コロナウイルス感染症の拡大下においても、重要インフラである電力
の供給は止めることのできない業務であり、そのための保安作業についても、安定
的な業務継続が必要
このように電気保安分野では、構造的な課題や様々な環境変化への対応が必
要

●こうした課題を克服するため、電気保安分野においてIoTやAI、ドローン等の新
たな技術を導入することで、保安力の維持・向上と生産性の向上を両立（＝
電気保安のスマート化）させていくことが重要

電気保安のスマート化（保安力の維持・向上、生産性向上）

電気保安分野スマート保安アクションプラン引用



5１ 電力業界におけるスマート保安の必要性 ーアクションプランー

【アクションプラン（火力）】

①ドローン巡視点検等普及
・高所点検作業等へのドローン活用
・自動巡視ロボットの活用 など

②構内における常時監視制御を構外での遠隔化の実現・普及
・発電所遠隔監視制御の導入

③デジタル化・AI異常検知の補完性・代替性確認
・AIやビッグデータを活用した設備不具合の予兆検知や劣化診断
・状態監視技術の高度化等に伴う点検時期の最適化・柔軟化
・ウェアラブルカメラや携帯端末等による現地対応支援

●現時点で利用可能な技術は2025年までに確実に社会実装し、研究途上の
技術については、引き続き開発・実証を進め2025年度以降の社会実装を目
指すことになった

電気保安分野スマート保安アクションプラン引用
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九州電力グループにおけるＤＸの取組み



7２ 九州電力グループにおけるＤＸの取組み ー基本計画ー

●九電グループは、経営ビジョン2035の実現に向けたＤＸ推進に関する基本
計画を2025年度に再策定

●ＤＸ基本計画における５つの重点施策を進めることで、九電グループＤＸビ
ジョンで定めるありたい姿を実現



8２ 九州電力グループにおけるＤＸの取組み ー体制・仕組みー

●デジタルやデータを起点とした業務の抜本的改革や新たなビジネスの展開を加速
させるために最高DX責任者をトップとするDX推進本部を設置

●また、情報通信本部と連携し、 DXに関わる施策を検討・取りまとめ、IT推進委
員会を経て経営層と情報共有し、着実に実行

経営層経営層

IT推進委員会

情報推進本部情報推進本部 DX推進本部DX推進本部

DX推進本部⾧
（DX最高責任者）
DX推進本部⾧
（DX最高責任者）

DX推進本部グループDX推進本部グループ

情報推進本部⾧情報推進本部⾧

情報推進本部グループ情報推進本部グループ

業務主管箇所業務主管箇所

業務改革担当業務改革担当

火力部門火力部門

業務改革担当業務改革担当

業務主管部門業務主管部門

業務改革担当業務改革担当

業務主管部門業務主管部門

連携

連
携

連
携
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火力発電本部におけるスマート保安（ＤＸ）の取組み



10３ 火力発電本部におけるスマート保安の取組み ー発電所の配置ー

備考出力
（万kW）

ユニット発電所

計画停止
2025.11～60３号新小倉

[コンベンショナル]
60５号

廃止予定
2026.636新１号苅田

廃止予定
2026.350２号豊前

72１号系列

新大分
[コンバインド]

92２号系列

123.5３号系列

70１号
松浦
[コンベンショナル] 100２号

70１号
苓北
[コンベンショナル] 70２号

657.5総計（廃止、計画停止除く）

●2026年度には４発電所、総出力は約650万kWとなる



11３ 火力発電本部におけるスマート保安の取組み ー目指すべき姿ー

●センシング化・遠隔化・自動化による発電所の運転・保全業務の高度化・
安全化・省力化

●火力部門のコア技術（継承していくべき技術の拠り所）をデータベース化
し、部門人員がコア技術に分け隔てなくアクセスできる環境を構築すること
で、高度スキル人材に成⾧できる環境

2030年にありたい姿

火力発電本部を取り巻く環境変化 乗り越えるべき壁（人・物・金）

 発電部門の自由化
 電力取引の多様化

制
度

 電源の低・脱炭素化
 安定供給との両立

Ｃ
Ｎ

 ベテランの大量退職、年代別
人員構成の歪による技術継承
や業務効率化が必須

人

環境変化と課題

課題解決に向けて 『2030年にありたい姿』 を設定



12３ 火力発電本部におけるスマート保安の取組み ー取組みの方向性ー

熟練者の暗黙知で判断 データドリブンな発電所総合管理(デジタル・パワー・プラント)により
暗黙知を見える化して発電所業務の効率化を実現

プラント
設計諸元

運転
データ

プラント
保全記録
〇〇点検

〇〇ポンプ

Ｄ
Ｘ
の
活
用

運転データ（センシング）

重要機器のデータ収集
対 象:ボイラ本体、蒸気タービン、

発電機、大型ポンプ・ファン他
物性値:圧力、温度、流速、振動、

電流、出力など

プラント設計諸元

重要機器の設計性能、耐用年数、
材料プラント総合効率の設計値

プラント保全記録

大規模修繕実績(工事内容、周期)
懸案事項(次回工事計画への反映)

トラブル実績／知見・ノウハウ

故障・不具合事象、要因分析、処置
記録設備運用の知見・ノウハウ

運転業務の効率化

保全業務の効率化

技術業務の効率化

・危険作業の支援、遠隔化

【Input】 【Output】

トラブル
実績
〇月×日

デジタル
パワー
プラント

データ
ドリブンな
発電所
総合管理

【Input】 【Output】

技術業務

運転業務

・性能管理

・異常発見

・保修計画

・処置・操作

・要因分析

・工事発注

・日常点検

保全業務

高
度
化

安
全
化

省
力
化

・センシングによる現場データ取得の
自動化

・トラブル回避・処置の支援
・性能低下の早期発見

省
力
化

高
度
化

・機器の状態把握を迅速化
・工事費積算作業の支援

高
度
化

・性能管理の自動化
・故障等の要因分析の自動化

・重要機器の寿命予測による交換
周期の適正化
・次回大規模修繕内容の適正化

属人的になりがち・・
個人で技量差も・・
間違った考え方も・・ 均質で高度な業務

迅速かつ正確な業務

従 来 今 後



13３ 火力発電本部におけるスマート保安の取組み ーコア技術ー

●⾧年の発電所運用の中で知見やノウハウ等を蓄積してきた
●ただし、それらはベテラン層や中堅層から暗黙知として属人的に引き継がれている
ものも多い

●今後、ベテラン層が急激に減少するため、コア技術を情報として体系化し、伝承
することが不可欠

 設備の設計根拠（建設、リプレース）

 主要機器保全判断基準（更新インターバル）

 設備トラブル実績と懸案事項

 火力発電設備事故報告

 ユニットにおける定検毎の設備点検実績・計画

 ベテラン層や中堅層の知見・ノウハウ集 など

［主なコア技術（拠り所）］

暗黙知
(属人化)

情報伝承
(体系化)

ベテラン層や中
堅層の知見やノ
ウハウが限られ
た若手層に引き
継れる

ベテラン層や中
堅層のコア技術
を情報伝承とし
て全ての若手層
に引き継ぐ



14３ 火力発電本部におけるスマート保安の取組み ーロードマップー

FY25～FY26の取組み 2030年以降

デジタル基盤整備
業務の自動化・高度化

業務の自動化・高度化
予兆保全・AI活用 デジタル発電所

これまでの取組み

ローカル５Ｇ構築

ドローン導入

タブレット・スマホ・
スマートグラス導入

資料の電子化、データ構造化

異常予兆検知
システム導入

カメラ映像AI検知
システム導入

火力特化型
生成AI導入

高
度
化
・
安
全
化
・
省
力
化

技
術
継
承

データ
ドリブンな
発電所
総合管理

デジタル
パワー
プラント

教育動画配信、オンサイトシュミレータ導入

●これまで、通信インフラや通信端末といったデジタル基盤の整備を進めてきた
●今後、AIを活用したシステムを導入し、2030年以降のデジタル発電所を目指す
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主な取組み事例
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●広大な敷地である発電所の通信インフラを整備するため、『ローカル5G＋WiFi』を採用
●屋外をローカル5G、屋内建屋はWiFiのハイブリッド型のネットワークを構築

【取組み事例】 ローカル5G＋WiFiの構築

［システム構成イメージ］

［全体システム構成図］

［ネットワークのイメージ図］



17【取組み事例】 点検用ドローンの導入

ボイラートラブル時緊急点検

トラブル箇所の早期確認のため、ドローン導入（2020年9月）内 容

ドローン

活用事例

●ボイラー内部トラブル時の緊急点検や煙突内部点検にドローンを活用し、安全面
や保全費用抑制に寄与

全面ゲージによる高耐久性 高い飛行安定性

ボイラー炉外からの操縦

石炭火力
ボイラー
内部点検

プロポ（操作端末)

チューブリーク箇所撮影)

ボイラー炉内飛行中の映像



18【取組み事例】 異常予兆検知システムの導入

●過去の運転データをAI学習することにより、計測値が正常値と異なる挙動を示した
場合に異常を早期検出し、設備被害を防ぐ又は小さな被害のうちに対処

●2026年度に石炭火力へ異常予兆検知システムを導入

［従来の異常検知］ ［異常予兆検知］

計測値が制限値を超過した場合のみ検知 計測値が学習波形と異なる挙動で検知 ○○異常かも・・・!

［火力発電所の異常予兆］

概 要項 目年度

過去トラブル事例のデータを解
析し、予兆検知の機能を検証実証試験2024

ベンダー選定、要件定義他詳細設計2025

石炭火力4ユニット導入導 入2026
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導入:石炭モデル、ガスタービンモデル

［シミュレータPC画面（系統図等）］

［操作画面］

●発電所を模擬したシミュレーター研修は、社員研修所（福岡）で集合教育
●今後、各地の発電所に居ながら、自由な時間で、集合・個別研修の両方が対応
可能となるように、オンサイトシミュレータを導入

【取組み事例】 研修用シミュレータの導入

変更後現 行

自主学習集合教育研修方法

各発電所社員研修所場 所

研修
イメージ

自由な時間に
業務用PCで実施

限られた時間に集合して
シミュレータで実施
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●巡視業務の高度化に向けて、監視カメラを活用した映像のAI監視により異常の
早期発見を図ることで、被害を最小化

●また、巡視点検の頻度が適宜から常時監視することで、業務省力化

［監視カメラ］

可視光、赤外線カメラ

［カメラ映像AI検知システム］

【取組み事例】 カメラ映像AI検知システムの導入

録画データ
サーバー

［発電所］

［本 店］

AI検知

■リスクが高い設備を監視
石炭ミル、給炭機
バーナー
燃料輸送管 など

※検知時に警報発報

■AIが正常時と異常
時の映像を比較し、
違いを判断後、警報
を発報
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ベテラン社員
4～8h/週

導入前 導入後

●石炭受払計画は、発電所のベテラン社員が過去の経験を基に計画を策定していた
ことから、業務が属人化したため、ベテラン社員の思考（ルール）を見える化

●同システムを石炭火力へ導入（2024年8月_苓北、2025年5月_松浦）

受払
計画表

計画立案
担当者

情報収集 積付・払出計画 計画策定

発電計画

積付状況

配船計画

機器運転
計画

ベテラン社員が過去の経験から受払計画を策定
（属人化）

受払
計画表

計画立案
担当者

情報収集 積付・払出
計画

計画策定

発電計画

積付状況

配船計画

機器運転
計画

石炭受払計画
策定システム

システム
構築

1h/回
（誰でも）

全ての社員がシステムを使用し受払計画を策定
（標準化）

【取組み事例】 石炭受払計画システムの導入



●過去の膨大なデータを活用し、利用者が「知りたいこと」や「学びたいこと」を、必要
なタイミングで即座に提供できる火力特化型生成AIのシステムを構築

●このシステムは、単なる検索や情報提示にとどまらず、利用者の状況や目的を理
解し、最適な形で知識を届けることを重視

警報 トラブル

・警報、トラブルで考えられる原因は?
・過去類似実績は?
・対処方法は?

手順や
対応方法トラブル

・トラブル処置方法は?
・作業、ルーチン手順書は?
・アイソレ方法、系統は?

ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ
懸案事項

トラブル実績
水平展開

・メーカ設計根拠、弱点部位は?
・点検ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ、懸案事項は?
・他社トラブル事例、水平展開は?

既存データ基盤
（部門業務データ）

火力部の資料特化の
データベースで一元化 生成AI

22【取組み事例】 火力特化型生成AIの導入

［生成AI活用イメージ］



ご清聴ありがとうございました。


